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平成 21 年度税制改正により「外国子会社受取配当益金不算入制度」が創設されておりますが、この制度では中国

や台湾、香港を含む軽課税国（法人税の負担税率が 25％以下の国等）から受け取る配当等で一定のものは、当該制度

の経過措置により益金不算入とはならず、従来の制度（「益金算入」＋「外国税額控除」）が適用されことになり、注意が必

要です。当該制度の経過措置の概要は以下のとおりです。 

≪本誌における用語の簡単解説≫ 
■ 新制度 ： 平成 21 年度税制改正により創設された「外国子会社配当益金不算入制度」 
■ 従来の制度 ： 「益金算入」 + 「外国税額控除」 
■ 新法施行日 ： 平成 21 年 4 月 1 日 
■ 軽課税国 ： 法人の所得に対する負担税率が 25％以下の国や地域 
■ タックスヘイブン対策税制 ： 外国子会社合算税制 

 

 

 
1．経過措置の概要 

経過措置のポイントは以下のとおりです。 
 

「軽課税国」より受ける配当等について、 

「新法施行日」より前に開始した事業年度に

係るものについては、「新制度」は適用され

ず「従来の制度」が適用される。 

 
 Seiwa Global Reports は、一般情報の提供を目的としておりますので、特定の問題は専門家のアドバイスが必要となります。弊社の連絡先は以下の通りです。 

■ 岐阜事務所 渡 辺 会 計 事 務 所 ／ 株式会社成和ビジネスコンサルティング  岐阜県岐阜市菅生 2-3-19  Tel 058-295-7077 Fax 058-295-7078 
■ 上海事務所 上海成和ビジネスコンサルティング 上海市長寧区長寧路 855 号亨通国際大厦 12 楼  Tel  +86-21-5237-6737  Fax  +86-21-5238-2779 
■ ホーチミン事務所 ベトナム成和ビジネスマネジメント No.27, Thu Khoa Huan St., P. 8, Q. Tan Binh, Ho Chi Minh City, Vietnam Tel  +84-8-3246-0868 

 

 

 
「新制度」の創設に伴い「タックスヘイブン対策

税制」の改正もなされており、それに併せて当該

経過措置が設けられております。したがって、当該

経過措置は「タックスヘイブン対策税制」の適用対

象とされる「軽課税国」に所在する子会社からの受

ける配当等がその対象となります。 

 

 

「タックスヘイブン対策税制」の目的は「軽課税

国」に所在する子会社に留保された利益を日本親

会社へ合算することにより、企業グループの国境

をまたがる不当な操作を防止することにあります。 

したがって、「軽課税国」に所在する子会社が独

立企業としての実態を備え、かつその地において

事業活動を行うことに経済合理性がある場合等

（「適用除外基準」を満たす場合）は、「タックスヘイ

ブン対策税制」は適用除外とされます。 

 しかし、「新制度」の経過措置の適用に関しては、「軽

課税国」に所在する子会社が「タックスヘイブン対策税

制」の適用除外に該当するか否かは無関係とされま

す。 

 

 

 

 

4．タックスヘイブン対策税制の適用除外 
子会社から受ける配当については注意 

 中国を例にとれば、その負担税率は 25％となってい

ることから、日本の税制上「軽課税国」となります。しか

し、中国に進出している日系子会社の大多数は「タック

スヘイブン対策税制上」の適用除外基準を満たしてお

り、同税制が適用されている中国子会社は少数と推測

します。 

2．経過措置の背景 

 しかし、上記 3 に記載したとおり、「新制度」の経過措

置は「タックスヘイブン対策税制」上の適用除外基準と

は無関係に適用されることから、中国子会社から受け

る配当等については当該経過措置が適用されることに

なります。 
3．タックスヘイブン対策税制の適用除外 

 このように、日本親会社が「新法施行日」以後に開始

する事業年度において「軽課税国」に所在する子会社

から受ける配当について、当該配当がその子会社の

「新法施行日」より前に開始する事業年度に係る場合

は、「新制度」ではなく「従来の制度」が適用されること

になり注意が必要です。 
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